
申請書作成に当たっての注意事項

１ 一連の申請書類等には、必ず実印を使用してください。（印鑑登録証明書も必要です。）

２ 捨印は任意です。（捨印がある場合は、軽微な訂正であれば可能になります）

３ 金額欄「５　補助金交付申請額」だけは、訂正できません。書き誤った場合は申請書を書き直してください。

４ 修正液、修正テープ等の使用がある場合は受け付けられませんので、使用しないでください。

５

６ 提出は１部で結構ですが、申請書の１枚目だけコピーを持参してください。

７ 各欄の下段の注意事項を必ずお読みください。また、記載例も参考にしてください。

添付書類について

（確認したら□にチェックを）

□ 印鑑登録証明書（申請日から３か月以内に発行されたもの）

□ 事務代行届 

申請者本人以外が手続きをする場合は、必ず提出してください。

□ 現況写真（カラー）

□ 同意書

□ 太陽光パネルの設置計画図

パネルの枚数と配置がわかる図面を添付してください。

□ 工事請負契約書の写し

□ 補助対象工事の内訳書

□ 申請者本人の宛先を記入し８０円切手を貼付した返信用封筒（定形第１種） 

□ 補助金交付申請書の１枚目（第１号様式（その１））のコピー
受理の証明として受付印を押してお返しいたしますので、コピーを一枚ご持参ください。

補助の要件となりますので「12　太陽熱利用システムの導入検討」に忘れずにチェックをお願いします。

　補助金交付決定通知書又は不交付決定通知書を申請者に郵送するための封筒です。必ず、申
請者に届く宛先を記載してください。

　家全体の写真で、撮れれば設置予定の屋根面の写っている写真。新築の場合は、現在の建築
状態の分かる写真を提出してください。また、工事完了後の写真と照合しますので、周りの家
や構造物などの目印になるような物が写っている写真としてください。

　建物所有者が申請者以外に存在する場合、申請者以外のすべての方の同意書が必要です。作
成の際は、夫婦や親子であっても、それぞれ違う印を使用してください。同じ印ですと、本当
に同意を取っているか確認できません。なお、同意者の印は認印でもかまいませんが、スタン
プ印（シャチハタ等）は不可とします。

　収入印紙が貼られていて、申請者と施工店の両方の捺印があるもののコピーをお願いしま
す。注文書と請書の場合は、両方のコピーをお願いします。この場合、注文書には申請者の捺
印が、請書には施工業者の代表者印等があり、収入印紙が貼られていることが必要です。ま
た、契約年月日、契約金額、工事場所、工期等の主要事項の記載がある部分については、必ず
ご提出ください。 工事費全体の内訳書や明細書は不要です。

　補助対象の工事費用及び工事期間について契約業者に証明していただく書類ですので、必ず
提出をお願いします。新築等の場合で、契約者が連名になっている場合は、申請者が単独で太
陽光発電システムの工事費を負担することの証明が必要です。請負人の印については、原則契
約書と同じ印を押して下さい。認められる例外についてはJ-PECのホームページの「手続代行者
の印の組み合わせ例（http://www.j-pec.or.jp/faq/doc/h22_insanko.pdf）を参考にしてくだ
さい。また、手続き代行者が契約業者である場合に限り、担当者の印でこの書類の訂正を認め
ますので、申請時には担当者印をお持ちください。



(第１号様式）（その１）
　　平成　　年　　月　　日

（申請先）

横浜市長

（申請者） 〒 －

住　　所

フリガナ

氏　　名

電話番号 （　　　 　　　　）

ファックス番号 （　　　 　　　　）

緊急連絡先 （　　　 　　　　）

E-mail

　　横浜市住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付要綱第６条の規定に基づき、次のとおり
　申請します。

（住所） 〒

注）住所を記載してください。住所が決まっていなく、地番とした場合は、あとで届出が必要です。

注）申請者を含む全員を記載し、申請者以外の所有者がある場合は、その同意書を添付してください。

注）必ず申請者と同一であることが条件です。

４　太陽電池の最大出力
． kW

（予定） （小数点第３位を切り捨て）

注）本申請書提出後、変更により出力の増加があっても補助金額の増加はできません。

, 0 0 0 円　（横浜市分と神奈川県分（下記）の合算）

金額の頭に「￥」を付けてください。

注）横浜市分と神奈川県分を別々に計算し、合算した金額が申請額です。

￥ , 0 0 0 円　（千円未満切り捨て、上限６万円）

￥ , 0 0 0 円　（千円未満切り捨て、上限５万２千円）

注）提出日の２週間後以降の日付としてください。

注）３月１５日以降の日付にはできません。

　(1)　戸建て住宅　　(2)　共同住宅

　(1)　新築　　(2)　既築　　(3)　建売購入

　(1)　新設　　(2)　増設（既設：　　　kW）
　（過去に横浜市の補助金を得て設置したシステムがある場合が「増設」です。）

注）本申請書は２枚つづりとなっておりますので（その２）も忘れずに提出してください。

２　住宅所有者氏名（全員）

捨印

横浜市

補 助 金 交 付 申 請 書   

８　住宅の区分

１　対象システム設置場所

　　　　　　　　　　　　　　   実印

５　補助金交付申請額

３　電灯契約者氏名

６　工事着工予定日 　平成　　　年　　　月　　　日

７　電力受給開始予定日 　平成　　　年　　　月　　　日

横浜市分（１万５千円/kW）

神奈川県分（１万５千円/kW）

（いずれかに〇印をつけてください。）

９　建物の区分

（いずれかに〇印をつけてください。）

（いずれかに〇印をつけてください。）

10　対象システムの設置区分

太陽光



（第１号様式）（その２）

□　検討の結果併せて導入した　　□　既に導入済み

導入検討 □　検討したが導入しない　　　　□　今後導入見込

　※太陽熱利用システムを設置しない理由

□　太陽熱利用システムのことがまだよくわからない　　　　　□　デザインが悪い

□　太陽熱利用システムの設置業者がわからなかった　　　　　□　メンテナンスが不安

□　オール電化にした。　□　発電量（売電量）を優先した。　□　経済的効果が見込めない

□　その他：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　注）あてはまるものすべてにチェックをいれてください（複数可）。

13　対象システムの概要

項　　目

イ　太陽電池モジュールの型式名 ①

②

③

④

ロ　製造者名（㈱等は記入しないこと）

① 枚

② 枚

③ 枚

④ 枚

ニ　太陽電池の最大出力（注２）

小数点第３位を切り捨て

ホ　太陽電池の固定方法
　　（いずれかの枠内に×を記入してください）

イ　インバータ ・ 保護装置の型式名
①

②

ロ　製造者名（㈱等は記入しないこと）

ハ　定格出力

小数点第３位を四捨五入

注１：　公称最大出力とは、日本工業規格に規定される太陽電池モジュールの公称最大出力をいう。
注２：　太陽電池の最大出力とは、対象システムを構成する太陽電池モジュールの公称最大出力の合計値。
注３：　枠線内に左詰めで記入してください。
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11　事務手続の代行 　(1)　なし　　(2)　あり（会社名：　　　　　　　　　　）

（いずれかに〇印をつけてください。） 　　(2)：の場合は、事務代行届を提出してください。
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太陽光
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